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当委員会は50年先を見据え、人

口減少問題を客観的・合理的に展

望することが目的です。テーマが

広範かつ難解であるため、まず、

1年目のミッションとして、「これ

から何が起ころうとしていて、何

をすべきか」の見取り図の作成を

掲げました。こうした問題の全体

像の提示は、今まであまり行われ

ていません。その意味で一定の役

割は果たせたと思います。

世の中を見渡すと、少子化の議

論にしても未来論にしても、特定

の得意分野に立脚して意見を述べ

る人が多いような気がします。議

論が偏れば客観性を失い、根拠な

き楽観に陥りかねません。委員会

では「まず、事実を見よう」という

スタンスから、蓋然性の高い前提

条件を置き、予断のない、素直なシ

ミュレーションを行いました。

「根拠なき楽観」から
「健全な危機感」共有へ

将来の日本の姿を予測し
主要対応策の見取り図を作成
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概要　
高齢化・人口減少を前提として、日本の
活力・競争力を高めるための課題につい
て検討。6月30日に報告書を発表した。

副委員長・（委員97名）
・柏木斉
（リクルート取締役社長）
・濱口敏行
（ヒゲタ醤油取締役社長）
・本田勝彦
（日本たばこ産業取締役相談役）
・増渕稔
（日本証券金融取締役社長）
・松井秀文
（アフラック〈アメリカンファミリー生
命保険〉会長）

・松田譲
（協和発酵工業取締役社長）
・村田嘉一
（日立製作所特命顧問）

2050年に人口1億人という数値は

国立社会保障・人口問題研究所の

中位推計ですが、もっとシビアに

中位と低位の中間値をとると、

2050年には9600万人程度まで減少

します。それを前提にすると、人

口減少に伴う問題を克服するべく

諸々の改革が実行されたと想定す

る「改革ケース」でも2030年代に

は日本の潜在成長率がマイナスに

転じるという結果が浮かび上がり

ました。私自身を含め、漠然とし

た危機感は持っていましたが、こ

の結果を見て、改めて、これは大

変なことになると危機感を強めま

した。

我々はシミュレーションの結果

を受けて広範な議論をしました

が、人口減少によって引き起こさ

れる諸問題は少子化の進行がきつ

ければきついほど、解決が困難に

なります。やはり、出生率の低下

をくい止めることは必要不可欠で

す。2006年度は、各論については

関連する各委員会に深掘りをお願

いしつつ、当委員会では少子化に

焦点を当てて、実効的な対策を検

討していく予定です。

出生率の低下について公の分野

がなすべきことは、予算の問題は

ありますが、理屈の上では整理さ

れています。それに対し民の分野

では、最近でこそワークライフバ

ランスや女性の労働環境の改善に

取り組む企業も出てきましたが、

バブル崩壊後、大半の企業は足下

の利益を確保するのに必死で、長

期的なビジョンを追求する余裕な

どありませんでした。その結果と

してフリーターが増大したわけで

すが、フリーターの問題は賃金格

差を生み、それが少子化に拍車を

かけています。厳しい経済情勢か

ら再生した今こそ、企業はこうし

た問題について積極的に取り組ん

でいくべきではないでしょうか。
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（役職は6月30日現在）
（インタビューは8月2日に実施）

人口減少社会への対応に加え
出生率低下のくい止めが必要


